
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 
 

 
 



 

 
23  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 



（注１）各経費の計数（※）は、23年度当初予算額。
（注２）「年金・医療等」の（）書は、税制抜本改革により確保される財源を活用して年金財政に繰り入れることとされている基礎年金国庫負担割合2分の1と36.5％との差額分を含まない額。
（注３）復旧・復興及びＢ型肝炎関連経費は所要の金額を要求（財源と併せて別途管理し、「歳出の大枠」に加算）。
（注４）高速道路の無料化は要求しない。高校の実質無償化及び農業の戸別所得補償は所要の金額を要求する。子ども手当は平成23年8月4日の3党合意に沿って要求する。

地方交付税交付金等 

１６．８ （※） 

年金・医療等 

２８．７（２６．３） （※）（注２） 

義務的経費・ 

人件費(除く特定財源)  

１０．４ （※） 

裁量的経費・ 

特定財源・ 

公共事業関係費 

１３．９ （※） 

平成２４年度予算の概算要求組替え基準 

▲1.２ 

（対前年度 ▲10％） 

        自然増      ０．５           

      １．２ （１．１）（注２） 
合理化・効率化 

削減額の1.5倍まで要望可能 

２４年度「歳出の大枠」 
７１（６８．４）（注２） 

年金差額分 ２．５（※） 

中期財政フレームとの 

整合性に留意しつつ要求 

日本再生重点化措置 
7,000億円程度 

復旧・復興及びＢ型肝炎関連経費 
（別途管理）（注３） 

（単位：兆円） 

経済危機対応・地域活性化予備費 0.81（※） 

（24年度は、9,600億円を要求する） 

予備費 0.35（※） 

合理化・ 

効率化 

22年度税制改正における扶養控除の見直

しによる調整分（0.5兆円）については、自

然増から控除（予算編成過程で検討）。 
2兆円弱程度の 
要望の見込み 

行 政 刷 新 の 継 続 ・ 強 化 を 通 じ た 歳 出 全 般 の 見 直 し 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年度 厚生労働省概算要求のフレーム 

○ 子どもに対する手当制度については、「平成 23年度における子ども手当の支給

等に関する特別措置法」を踏まえた額で要求し、所得制限世帯に対する措置を

含めた制度のあり方については、予算編成過程で検討。 

○ 年金国庫負担割合１／２ 

 

 

 

 

 

 

その他の経費 

裁量的経費 

公共事業関係費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

義務的経費 

 

 

 

 

 

 

 

概算要求枠 

11,308 億円 

自然増 11,600 億円 

 

年金・医療等に係る経費等 

 

 

 

 

 

日本再生重点化措置 

1,059 億円 

＜別枠で要求するもの＞ 

○東日本大震災復旧・復興経費 

○Ｂ型肝炎の給付金等支給経費  

 

 

 

 

注１ 平成 22 年度税制改正における年少扶養控除等の見直しによる地方増収分

（5,050 億円）の取扱いは、予算編成過程で検討。 

注２ ・報酬改定（医療、介護、障害） 

・介護職員処遇改善臨時特例交付金（介護、障害）の扱い 

・子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業臨時特例交付金の扱い 

・社会保障と税の一体改革に伴う制度改革 

・過去の年金国庫負担繰り延べの返済 

・雇用保険、求職者支援の国庫負担の本則戻し 

などについては、予算編成過程で検討。 

 

 

 




